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新宿区保健所における結核対策

- DOTS事 業の推進と成果-
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要旨:〔 目的〕結核対策事業の展開を軸にDOTS事 業成績を評価 し,都 市結核対策のあ り方を検討す

る。〔方法〕ハイリスク者結核検診の受診率と患者発見率の推移を検証 した。DOTS拡 大の前後で,

治療成績を比較するとともに,再 治療率と薬剤耐性率の推移を検討した。〔結果〕新宿区の結核罹患

率(2006年)は 人口10万 対425ま でに低下したが,全 国の罹患率と比較すると依然2倍 以上の高さ

である。日本語学校検診およびホームレス検診からの患者発見率はともに有意に低下していた。治

療成績のうち脱落率は,DOTS実 施前には17.9%(1998～99年)と 高かったが,65%(2002～04年)

に減少 した。再治療率は2000～06年 にかけて23.0%か ら7.8%へ,年 平均17.2%の 減少(p<0.001)

を示 した。多剤耐性率は2000～02年 か ら2003～06年 にかけて1.6%か ら0.2%<p=0.042)へ,そ の

他の耐性率は12.0%か ら9.7%(p=0.298)へ 低下 した。〔考察〕ハイリスク者結核検診による患者の

早期発見 ・早期治療に加えて,地 域の関係者 と連携を図りなが らライフスタイルに合った様々な服

薬の支援方法を開発 し,患 者 自身が選択できるDOTS方 式を推進 した。その結果,脱 落率,再 発率

の低下につながったと考えられる。耐性率の低下の要因については,感 染ルー トの検証も含めてさ

らに検討する必要があろう。
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は じ め に

新宿区は,総 人口が約31万 人(2007年)で あるが,

昼問人口はその2、5倍の約77万 人(2005年 国勢調査)で,

年間に約IO%が 入れ替わる人口移動の激 しい地域であ

る。また,外 国人登録は約3万 人と東京都内第1位 であ

り総入口の約10%を 占めるが,滞 在資格のない外国人

はこの2倍 以上 と推計されている。一方,新 宿駅周辺の

地下道や大規模公園には多 くのホームレスが起居 してい

るなど多様な特徴をもっている。

このような特徴をもつ新宿区では,新 規に発生する結

核患者においても外国人やホームレスが多い。彼 らの中

には,発 見の遅れか ら重症化する者,早 期で発見されて

も未治療のまま行先不明になる者も多かった。過去の中

断者の分析から,脱 落は入院中の自己退院や強制退院を

きっかけに起こったものが最 も多 く,次 いで,退 院直後,

外来通院中に起こっていたと報告されている胸。その

理由として福祉施策の不足や患者にとっての情報不足が

挙げられている。このような状況下,新 宿区の治療成績

は,全 国や東京都のそれと比べても非常 に悪かった。こ

の状況を改善すべ くDOTS導 入が図られたが,導 入にあ

たっては新宿に起居する外国人やホームレスの生活状況

を分析 した うえで特別の方策 と工夫が必要であった3)。

本報告では,ハ イリスク者の早期発見方策 と新宿区版

DOTSと もいえる活動内容を紹介するとともに,そ の成

果を評価 したので報告する。
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新 宿 区 の 結 核 疫 学 状 況 を概 観 す る。 結 核 罹 患 率 は,

董996年 に上 昇 に転 じ1999年 の83.9を ピー クに2006年 に

42.5に 低 下 した もの の,2006年 時 点 で 全 国(20.6)の2.1

倍,東 京 都(26.5>の1.6倍 と依 然 高 値 を 示 して い る。

新 登 録患 者数 は,近 年 減 少傾 向 にあ るが,特 に ホ ー ム レ

ス の 新 登 録 者 数 は1999年 の78人 を ピ ー ク に2006年 は32

人 と半 減 した。 新 宿 区 の 患 者 は 相 対 的 に 若 く,20～60

歳 代 の 割 合 は2006年 に75.0%(全 国51.2%)で あ る。 な

お,こ の 割合 は1998～2002年 か ら2003～06年 に か け て

80.7%か ら77.1%(P・=O.081)に や や 縮 小 した が,有 意 の

差 はみ られ な か っ た(Fig.1)。 一方,70歳 以 上 の割 合 は

17.2%か ら19.7%(P・O.183)に や や 拡 大 した もの の有 意

の 差 は み られ な か っ た。 そ の 他,外 国 人 は20歳 代 が 多

く,ホ ー ム レス は50歳 代 が 多 い と い う特 徴 が あ る が,

こ の年 齢 分 布 の特 徴 も前 半 か ら後 半 に か け て や や 薄 れ,

ホ ー ム レス で は50歳 代 が 縮 小 し,30歳 代 と70歳 代 に や

や 拡 大 が み られ た。 外 国 人 で も,20～30歳 代 に集 中 し

て い た の が10歳 代,50歳 代 に も若 干 広 が っ て きた。 な

お,外 国 人患 者 の 国籍 は,約80%が 韓 国 と中 国で あ る 。

対象と方法

ハイリスク者の結核検診と実施方法

① 「日本語学校結核検診」(1988年 から実施)

新宿区にある日本語学校就学生を対象にした結核検診

である。実施にあたっては,職 員や学生に普及啓発も兼

ねて事前説明会やパンフレット(英 語,中 国語,ハ ング

ル,タ イ語)の 配布を行い学校側の協力を得た。

② 「路上生活者結核検診」(1995年 から実施)

路上生活者を対象にした結核検診である。籔初,新 宿

駅西口の地下道で実施 したが,茎997年 からは新宿駅に

近接する区立新宿申央公園内で実施 し,1999年 からは

都立戸山公園内でも実施 している。 また,1998年 か ら

コンピューターX線 画像処理装置付検診車(CR車)を

導入 し,発 見された結核患者が確実に医療につながるよ

う体制強化を図った。

③ 「施設入所時結核検診j(2㎜ 年から通年実施)

ホームレスが 自立支援センターや緊急一時保護セン

ターに入所する時の結核検診(都 区共同事業)と は別に,

福祉事務所からの受託検診として実施 した。対象は,当

区で緊急一時的にあるいは生活保護の適応を受け,宿 泊

所(社 会福祉法第二種社会福祉事業〉や簡易宿所(旅 館

業法)な どで集団生活をする者の中で,結 核検診を受け

ていない者である。

④RFLPを 利用 した接触者検診の効果的な実施について

新宿区に新たに登録された結核患者か ら分離培養 され

た結核菌のRFLP分 析を2002年9月 から実施 した。疫学

情報は,専 用の調査用紙を用いて保健師が初回面接時に

聞 き取 りを行った。 また,2004年 にコンピューターに

よる接触者管理システムを開発 し,情 報ならびに結果の

管理を行った。

1新宿区版DOTSと 実施方法

2003年2月 に厚生労働省は,治 療中断リスクに応 じ

た服薬確認を,原 則毎日のAタ イプ(外 来DOTS),週

1～2回 以上のBタ イプ(訪 問DOTS),月1～2回 以上

のCタ イプ(連 絡確認DOTS>と3つ のタイプに区分 し,

退院後の 「地域DOTS」 として示 した4}。

新宿区版DOTSと もいえる実施方法の特徴は,入 院中

から早期および定期的な病院訪問を行うことで患者との
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信頼関係を構築し,自 己退院の予防を國ることである。

さらに退院後の地域DOTSで は,各 患者の社会環境にあ

わせあ らゆる資源を活用す ることである。 これまでA

タイプ,Bタ イプの地域DOTS実 施にあたり保健所保健

師のほかに人的資源として,調 荊薬局の薬剤師,訪 問看

護師,介 護福祉士,学 校の養護教諭,欄 本語学校教師,

病院 ・診療所の看護師等の協力を得た。また,Cタ イプ

の服薬確認でも,確 認は薬袋持参による直接醐接を塾本

とし,第3者 ではない家族による確認の場合には,矧 ヨ

の確認記録を月1～2回 の頻度で郵送あるいはFaxで

送ってもらった。

登録患者の情報管理

それまで3カ 所の保健所(牛 込,四 谷,新 宿)で 行わ

れていた結核業務は,1999年 に新宿区保健所への統合

によって1カ 所で行われるようになった。これを機に,

登録患者の情報管理を強化 した。情報は1998年 以降の

登録患者を対象に整備したが,そ れらの情報は,発 生動

向調査 とは別に,2000年 から始めた治療評価会(コ ホー

ト評価)を 通 して確認した後,共 通に使えるデータとし

てExcelで 管理することとした。項 目は,住 民のタイプ

(一般,外 国人,ホ ームレスの区別),医 療機関名,健 康

保険の種類,職 業,同 居家族の有無,治 療歴,発 見方法,

学会分類,発 病から初診までの期問や初診から登録まで

の期間,合 併症,ス テロイ ドの使用有無,ア ルコール問

題の有無,初 回面接の方法 と時期,薬 剤感受性,菌 数,

培養結果,PCR結 果,使 用している抗結核薬,入 院期間,

治療期間,服 薬支援の有無と具体的方法,治 療結果,転

帰などである。菌数や培養結果,使 用 している抗結核薬

については,治 療直後,3カ 月後,6カ 月後,9カ 月後,

1年 後の結果を入力 した。治療評価は,外 部の専門家も

交えた月1回 の定例会である 「治療評価会」で行った。

なお,入 力項 目のうち薬剤感受性検査結果については

「治療評価会」が開催されてか ら結果の把握に努めたた

め,本 報告では2000年 以降の情報について分析する。

評価方法と統計的分析

ハイリスク者結核検診のうち,日 本語学校結核検診に

ついては,受 診者数,発 見患者数,患 者発見率の経年推

移を観察 した。路上生活者結核検診については,検 診場

所(公 園)内 のホームレス数,検 診受診者数を示すとと

もに,検 診結果 として有治癒所見者数,要 観察者数,発

見患者数,患 者発見率の経年推移を観察 した。なお,ハ

イリスク者結核検診からの患者発見率(%)の 推移につ

いては,年 を独立変数,患 者発見率を従属変数とする回

帰直線 を求め,傾 きを0と する帰無仮説による検定 を

行った。新登録結核患者のうち,過 去に治療歴のある患

者の割合(再 治療率;%)の 経年推移の傾向も同様に統

計学的な検定を行った。なお,再 治療率(%)の 年平均
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減少速度は,各 年の再治療率(%)を 指数変化後,回 帰

式から年平均減少速度(%)を 求めた。

結核患者の治療成績については,発 生動向調査の白動

判定とは別に行った。各年の新燈録緒核患者の治療結果

をコホー ト分析により,瀞 価揃標である 「治癒」「治療

完了jrそ の他」を「治療戒功」とし,r死 亡」「失敗」「脱

落」に分類 したS}eそ の巾の 「死亡」「失敗」「脱落」を

住畏甥にDOTS拡 大の薗後で比較 したe薬 剤感受性検査

に関する憎報は,病 院爵方闘等による薩接確認や編保健所

作成の医療機関に対する 「菌検査結果等の連絡票」を活

用 し把握 した。2000年 か ら結果把握を強化するように

なったため,2000年 以降について外國人結核患者と全

結核患者へのDOTSが 開始 される鶴(2000～02年)と

後(2003～06年)の2期 聞に分け,比 較検討 した。統

計学的検定はZ2検 定により行い,期 待値が5以 下の場

合はフィッシャーの直接確率法で行った。有意水準5%

を有意とした。

結 果

(1)新 宿 区 の結 核 の 早 期 発 見 対 策

① 「日本 語 学 校 結 核 検 診 」 につ い て

「日本 語 学校 結核 検 診 」 か らの 患 者 発 見 率 は,1996年

か ら2006年 に か け てO.49%か ら0」3%に 低 下 して い た(P

=0 .021)(Tablel)。 な お,2002年 の 実 施 者4048人 に つ

い て 検 診 結 果 を み る と,104人(2.6%)に 何 らか の 異 常

が 認 め られ,う ち43人(1.1%)が 治 療 歴 の な いIV,V

型 で あ っ た。

② 「路 上 生活 者結 核 検 診 」 につ いて

「路 上 生 活 者 結核 検 診 」 か らの 患 者 発 見 率 は 董999年 に

は4.7%で あ っ た が,徐 々 に低 下 し(p・ ・O.OO3),2005年

と2006年 に は患 者 の 発 見 はみ られ て い な い(Table2)。

TablelResultsofchestX-rayhealthexam㎞atio職

forfo,eignstudentsattheJapaneselanguageschoo監s

inShinguku-ku,1996-2006

Year Examinees TBcases
Detection

rate(%)*

1996

1997

1998

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

Total

1,230

1,342

1,118

1,911

3,039

2,978

4,048

3,872

2,659

2,697

3,024

27,918

6

9

7

5

2

2

2

8

5

4

4

4

1
鳳
ー
「
ー
}

-
鳳

0
ノ

0.49

0.67

0.63

0.26

0.39

0.40

0.30

0.21

0.56

0.15

0.13

0.34
*p=0 .021
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Table2ResultsofchestX-rayhealthexaminationforhomelesspeoplein
Shinjuku-ku,1999-2006

HornelessExami轟ees

Yearpeople 鋤(%)

n

Resut重sofexamin飢ion

HealedFo110w・upTB

n(%)n(%)n(%)*

1999

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

Total

579

412

506

5ig

533

577

274

181

3,581

149(25、7>

152(36.9)

132(26,1)

168(32、4)

127(23.8)

141(24.4)

85(31.0)

111(61,3)

1,065(29.7)

15(10、1)19(12,8)7(4,7)

19(125)5(3,3)5(3.3)

21(15、9)1(0.8)6(45)

7(4、2)1(0,6)6(3.6)

14(11、0)7(55)1(0、8)

28(19,9)2(裏.4)3(2、D

l3(15,3)6(7,1)0(0、0)

笠3(11。7)5(45)0(0、0)

130(12。2)46(4、3)28(2。6)

*p・O 、OO3
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Fig.2Treatmentoutcomeamongnewlynotifiedallformsoftuberculosisbytype

ofresidentinShinjuku-ku,1998-2004。

その他,治 療の必要はないが要経過観察と判定された者

が4.3%,治 療歴のない治癒所見が12.2%に 発見された。

③ 「施設入所時結核検診」について

ホームレスを対象とした 「施設入所時結核検診」の受

診者は,2000～06年 の間に計1,035人 で,う ち13人(1.3

%)に 結核が発見された。発見率はやや年次変動はある

もののほぼ同じ発見率であった。

その他,2003年 度以降は,業 態者検診の対象を見直し,

雇用形態や健診状況を把握したうえで,健 診の機会がな

く感染や発病のリスクが高い業種に特定して結核検診を

実施 した。

④RFLPを 用いた接触者検診の効果的な実施について

ホームレスや外国人が初発患者の場合,接 触者の氏名

や所在地が特定されにくく検診対象者の選定が困難であ

るため,全 培養陽性患者に行われているRFLP分 析結果

を接触者検診の実施に活用 した。これによって,対 象者

の 拡 大 や 不 要 な検 診 の 回避 な ど につ なが っ た例 もあ る6}。

(2)新 宿 区 版DOTS

1.地 域DOTSの 実 際

新 宿 区 のDOTSの 実 際 を2005年 の 成 績 で 説 明 す る。

地 域DOTS対 象 者(各 年 の新 登 録 結核 患 者 の 中 で,退 院

後 も服 薬 治 療 を必 要 と した 者)の 中 で 退 院 後 のDOTSを

実 施 した 者 は 対 象 者134人 中131人 で,DOTS実 施 率 は

97.8%で あ っ た。 この うち,DOTSタ イ プ 別 で 最 も濃 密

なAタ イ プは22人(16.4%),Bタ イプ は21人(15.7%),

Cタ イ プ は88人(65.7%)で あ っ た 。 なお,化 学 予 防 者

に も基 本 的 にCタ イ プ で のDOTSを 行 っ た 。

2.DOTS実 施 前 と実 施 後 の 治 療 成 績

治療 成 績 を3つ の時 期 に 分 け て 図示 し,DOTS実 施 前

と実 施 後 で比 較 した(Fig.2)。 全 体 でみ る と,治 療 脱 落

率 は,DOTS実 施 前 のi998～99年 に は17.9%で あ っ た

が,ホ ー ム レ スへ のDOTSが 開始 され た2000～Ol年 に
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■魏ble3Theproportionofretreatmentca8e8amongnewly轟oti負edcase醒bytypeofreslde猷

inShiτ 噌uku-ku,2000-2006

Home】eSS Fo,cig穏ers General Total

Year CasesRe-treat,

nn(%)

C携sesRe顧 乳reat,

n"(%)

C厩se駐Re・Ire組,

nn(%)

CasesRe・treat,

n鯵(%)

2000

2001

2002

2003

2004

2005

2006

2
U

O
-

飛」

ー
ユ

7
'

角∠

2

10

4

《
」

《」

ξ
」

角」

穐」

Total322

P-va}ue

16(235)

20(40,8)

11(20.8)

4(12.9)

8(14,0)

4(12、5)

3(9.4)

66(205)

0.049

2

9
U

O
7

例
1

10

7
「

噌
ノ

3

2

2

う
御

ハ
∠

¶
1

書
ユ

176

3(9,4)

2(7」)

5(17、2)

4(14.8)

1(3,8)

1(5.9)

1(5,9)

17(9.7)

0.368

113

108

101

H7

91

112

79

721

30(26.5)

12(IL1)

14(13.9)

14(12、0)

10(1t,O)

8(7」)

6(7、6)

94(13、0)

0、031

213

185

183

175

174

161

128

1,219

49(23。0)

34(18,4)

30(16.4)

22(丑2、6)

19(藍0、9)

13(8.1)

10(7,8)

177(145)

<0.001

Case:Newlynotfiedcases.

Re-treat,(%):PropαrtionGfre・treatm、efitcasesamongnewlynotifiedcases、
*Annuaヨaveragedecliningrate=:17

、2%

Table4Number◎fnewlyn◎tifiedculturepositivetuberculosiscasesandtheproportionofcaseswith

resistantbacilli韮nShinjuku-ku,2000-2006

Homeless Foreigners General Total

Year

CasesT
reatment

MDROtllerCasesMDR
reslst.

nn(%)n(%)nn(%)

reSlst。

n(%)n

0中erCasesMDROther

じ　おユ　る

n(%)n(%)

CasesMDROtller
おお　ヨぱの

益 歴(%)n(%)

2000-2002

New

Re-treat.

Unknown

Total

884(4。5)

170(0)

70(0)

ll24(3.6)

15(17.0)

4(23.5)

0(0)

19(17.0)

341(2.9)9(265)

50(0)0(0)

50(0)0(0)

441(2.3)9(20.5)

1671(O.6)

260(0)

260(0)

2191(0.5)

13(7.8)

4(15,4)

0(0)

17(7.8)

2896(2.1)37(128)

480(0)8(16.7)

380(0)0(0)

3756(1.6)45(12.0)

2003-2006

New

Re-treat.

Unknown

Total

960(0)蓋4(14.6)360(0)

90(0)2(22.2)20(0)

llO(0)0(0)10(0)

1160(0)蒙6(13,8)390(0)

2(5.6)

0(0)

0(0)

2(5.1)

2371(0.4)

290(0)

110(0)

2771(O.4)

16(6.8)369

7(24.1)40

1(9.1)23

24(8.7)432

1(O.3)32(8.7)

0(0)9(22.5)

0(0)1(4.3)

1(0.2)42(9.7)

P-value 0.0570507 0.53 0.039 0.6890.717 0.0420.298

Case:Culturepositivecasesamongnewlynotifiedcases。MDR:M磁i。drugresis伽tTB

(%)=Proportionofcaseswithτesistantbacilli.

p-value:22testofpropo質ionsbetweentotalcasesin2000-02and2003-06,

はIO.1%,す べ て の 患 者 にDOTSが 開 始 さ れ た2002～

04年 に は6.5%と 著 し く減 少 し た。 特 に ホ ー ム レス と外

国 人 の 脱 落 率 は,1998～99年 か ら2002～04年 に か け

て,ホ ー ム レス は21.4%か ら10.4%(p=・O.014)へ,外 国

人 は29、8%か ら7.8%(p=O.002)へ 大 き く低 下 した 。 な

お,一 般 の 患 者 で も13.2%か ら45%(p<O.OO1)へ と有

意 の低 下 が み られ た。 一 方,全 体 の 治 療 成 功 率 は,1998

～99年 の71 .5%か ら2000～01年 に は77.8%,2002～04

年 に は83.3%と 向上 した。 また,治 療 結 果 が 失 敗 や 中 断

と評 価 され た 者 の 中 に は,治 療 を継 続 し終 了 す る者 や 自

己 中 断 後 に治 療 を再 開 し終 了す る者 もあ り,そ れ らも含

め た 治療 完 遂 者 は 全体 と して増 加 した。

(3)治 療 歴 と薬 剤 耐性 患 者 の発 見 状 況

Table3は 患 者 の タイ プ 別 に み た再 治 療 割 合 の 推 移 で

ある。2000～06年 の間に再治療の割合 は外国人を除い

て減少傾向にあった。総数でみると再治療割合は年平均

17.2%の 割合で減少していた(p〈0.001)。 なお,全 国の

再治療割合 も同様に減少 していたが,年 平均5,4%(p<

0.001)の 減少であった。

Table4は 患者のタイプ別にみた薬剤感受性結果であ

る。2000～06年 をDOTS前 後の2つ の時期に分けて比

較する と,2000～02年 の新登録結核患者581人 中培養

陽性で感受性結果が得 られた375人(64.5%)で は,多

剤耐性結核 は6人(1.6%),そ の他耐性(い ずれかの薬

剤に1つ で も耐性がある)は45人(12.0%)で あった。

これに対 し2003～06年 の新登録結核患者638人 中培養

陽性で感受性結果が得 られた432人(67.7%)で は,多

剤耐性結核 は1人(0,2%),そ の他耐性は42人(9.7%)
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であった。多剤耐性では統計学的に有意に減少を示 した

が(p・O.042),そ の他の耐性では有意の差はみ られな

かった(p=O.298)。

考 察

ハイリスク者検診の強化に加え,新 宿区版DOTSの 推

進で,ハ イリスクの患者数ならびに治療成績は,目 覚ま

しく改善された。新規登録患者に占める再発著の減少に

は,DOTS事 業の拡大が効果を上げていると考えられた。

外国人患者の早期発見について

東京都下および特別区の保健所は1988年 度より健診

を希望する日本語学校の就学生に無料の結核検診を実施

してきた7}。1988～91年 の4年 間に実施された東京都の

検診では,47,007人 が受診 し260人(055%)の 結核要

医療者が発見されたが,2002～05年 はO、34%と 減少 し

てきた8)。新宿区の日本語学校就学生の結核検診成績に

おいても,患 者発見率は次第に減少 していた。 しか し,

1999年 度の東京都における一般学生(19歳 以上の学生)

の結核検診における発見率(0。Ol%)9)と 比較すると1999

年の発見率は0.26%(26倍)と 依然高い。外国人で も,

労働者を中心に行った結核検診からは0.78%と より高い

発見率が報告されているので10),今 後とも日本語学校結

核検診を結核対策の重点とする一方,学 生以外の外国人

就労者についての早期発見は今後の課題として検討する

必要があろう。

ホームレス患者の早期発見について

野宿生活者を対象 とした結核検診は大都市を中心に実

施されてお り,発 見率は外国人の結核検診より高 く,川

崎市(1994～2002年)の 野宿者健診では15%1D,大 阪

市(2003～05年)の55歳 以上のホームレス者を対象 と

した健診では2.5%で あった12)。新宿区のホーム レス結

核検診でも患者発見率は高 く,1999～2006年 にかけて

2.6%の 発見率である。ただし,1999～2002年 に3%を

超えていた患者発見率が,2003年 ～06年 にはO.gq。と低

下 している。ホームレスを対象とした早期発見の効果が

表れ始めている可能性 もある。 しかし,要 医療 とはなら

なかったものの経過観察の必要な者や治療歴のない治癒

痕をもった者が多 く,今 後 とも発病のリスクが高いこと

にはかわりはない。一方,区 で独自に行っている 「施設

入所時結核検診」は,患 者発見率にやや年次変動はある

ものの年平均L3%(2000～06年)と 高い状況である。

日雇い労働者やホームレス者が多 く受診する病院の整形

外科単科受診者に,結 核検診を実施 したところ,2.4%

の高い患者発見率であったという13)。このようにホーム

レスの多い地域では,あ らゆる資源を活用して患者の早

期発見につ とめることが重要である。

近年,ホ ームレスの結核検診で患者発見率が減少 し

緒核 第83巻 第9号2008年grs

た要因としては,東 京都 と特別区(23区)の 共同事業

(2000年7月 から開始)で ある 「緊急一一"時保護センター」

や 「自立支援センター」の開設,さ らには,「 ホームレ

スの膚立の支援等に関する特別措置法」(2002年7月31

日制定)の 施行により,巡 回相談を含む 「地域生活移行

支援轟業」が2004年 から順次箋施されたことも大 きい

と考 えられるE4>。その結果,23区 全体のボー…-tムレス数

は,2004年8月 の5,497人 か ら2007年2月 の3,402人 ま

で減少し,新 宿区においても1,102人 から346人 と激減

した。しかし,今 回の 「地域生活移行支援事業」の適応

期間は2年 間であ り,2007年8月 には新宿区のホーム

レスの数が451人 と増加 していることか ら,再 び・S-一ム

レス生活に転 じていることが懸念され予断は許さない状

況である。

一一方,ホ"一一一,ムレスの支援田体等による時間帯をH中 ・

夜,深 夜とずらした目視調査や聞き取 り調査からホーム

レスには 「定住型」と時間帯で移動してくるf移 動型」

があることがうかがえる碕。ホームレスの約50%が 区内

の大規模公園である区立新宿中央公園と都立戸山公園で

起居 しているが,ホ ームレスの生活の場は公園内だけで

な く,移 動型の多 くは24時 間営業のサ ウナや喫茶店,

簡易宿泊所,最 近ではネットカフェなどで起居 し,相 談

事業や健診情報が十分とは言い難い。このような不特定

多数が利用する施設からの結核の集団感染事例の報告も

あり15)16>,今後は,受 診 しやすい健診体制の充実や 日々

の活動の中でホームレスと接することの多い支援団体と

協働することで,相 談しやすい環境づくりの検討も必要

である。

DOTS拡 大の経緯と患者支援活動について

新宿区では蓄積されたデータベースを分析するととも

に必要な調査を加えてevidence-basedでDOTSの 質的向

上と拡大を図ってきた。そのDOTS拡 大の様子をFig.3

にまとめる。

当初,新 宿区ではホームレスの治療中断が非常に高率

であった。この解決が最優先課題であったが,ホ ームレ

スの場合,医 療の確保以外にも食住の確保が必須であ

り,福 祉事務所の担当者と勉強会を開き,計 画段階から

実施方法や連携体制,役 割分担まで具体的に両者で検討

し,非 常勤看護師をDOTSナ ースとして雇爾す ること

で,服 薬 ・療養生活の支援体制を強化 し,ホ ームレスを

中心 とした 「保健所DOTS」 を開始 した。 また,ホ ーム

レスを中心 とした月1回 の 「グループミーティング」を

開始することで,孤 独な療養生活の回避 と脱落の防止 ・

社会復帰へ向けての情報発信 と支援 を行 った。次 に

DOTS対 象者の拡大を図るうえで,保 健師のマンパワー一

や患者側の来所に要する時間や交通費などが問題となっ

ていたことから,保 健所における身近な地域資源(調 剤
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薬局)を 活用した服薬支援の手法を17},新宿区の実情に

あわせ取 り入れた18,。外国人の場合,突 然の帰国や転居

などで治療を中断する例や困難ケースが多かったが,支

援状況を分析 した結果,保 健師の経験や情報量に起因す

る問題で対応に差が生 じていることが判明したため,経

験の浅い保健師でも具体的な実施方法がイメージしやす

いように 「外国人のDOTSイ メージ図」を作成 し個別支

援計画の報告や問題の検討を行った。一般の治療終了者

に服薬状況に関するアンケー ト調査 を実施 した結果,

「DOTSの 有無 と完服度」「院内DOTSの 有無 と完服度」

との関係にそれぞれに有意な相関があった(神 楽岡,他1

結核.2005;80:295)。 この結果を受けて予防内服者 も

含めたすべての患者に対 して 「リスクアセスメント表」

を作成 し(山 田,他:結 核.2006;81:251),DOTSを 開

始 した。

新宿区版DOTSで は,す べての患者にDOTSを 実践す

るために,保 健所通所型の 「保健所DOTS」,薬 剤師に

よる 「薬局DOTS」,訪 問看護師やヘルパー,養 護教諭

などによるf地 域支援者DOTS」,保 健師による 「変則

DOTsJ,面 接 や 電話,FAXな どに よ るr連 絡 確 認

DOTS」 と分類 し,地 域の関係者と連携を図 りなが らさ

まざまな手法を考案 ・開発し,患 者のライフスタイルに

あった方法を患者自身が選択できるようきめ細かな対応

を図って きた。

このうち 「保健所DOTS」 に対しては,DOTSに かか

る費用について問われるところであるが,保 健所DOTS

実施の費用便益の考察を行った結果,費 用面だけでな く

治療中断率の大幅な減少にも影響 し,中 断から再発,再

発か らまた新たな感染へと感染拡大の連鎖を断ち切る予

防活動 としての効果 も示唆された19)。大阪市のホー一ムレ

スに対するDOTS群 と非DOTS群 との比較でも中断率の

低下やDOTSは 非DOTSよ り費用対効果が良いと報告 し

ている2%こ れらのことから,中 断率の高いホームレス

に対する保健所DOTSの 有効性は大きく,さ らに,入 院

期間の短縮は患者自身のQOLの 向上に加 え,ホ ーム レ

ス生活から社会復帰へ向けての準備時間の確保にもつな
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が り有益であると考える。

外国人のDOTSに ついては,不 安定な就労形態や無保

険であるなどの理由で,症 状があっても受診 しないで重

症化する傾向にあ り,ま た,経 済的な問題や病気に対す

る理解が不十分であることか ら脱落するケース もあ

る21)。このように,書 葉の問題や経済的問題,滞 在資格

がないなど多 くの問題を抱 えている外国人への対応は,

保健所や福祉,医 療機関だけでは限界があ り,NPOや

教会,同 国人のネットワークなど多 くの関係者と連携 し

ながら丁寧に関わっていくことが重要であろう。

薬局DOTS(週3回 薬剤師の前で服薬)に ついては。

入院中から治療に対する認織が低 く,多 量の飲酒留慣を

もっていたり,仕 事時間が不規則であったり,服 薬支援

体制がなければ治療脱落してしまう可能性の高い 「要注

意患者」に大きな成果を上げた。薬局DOTS実 施者に対

するアンケー ト調査では,薬 局が相談相手や服薬支援者

として心強い存在となっており,ま た,協 力調剤薬局に

対するアンケー トか らは,患 者 との信頼関係が深めら

れ,か かりつけ薬局としての役割 も果たせ,地 域医療に

貢献できたことがあげられた。調剤薬局のDOTSカ ン

ファレンスへの参加に関しても,問 題点や不安の解消,

情報交換の場 として保健所保健師との連携が深められ効

果的であった。問題発生時には保健師が病院の主治医等

との調整 も含め速やかに対応していたので安心できた,

などの回答が寄せられだ8)。地域の中にあ り,薬 剤師と

いう専門職のいる調剤薬局は服薬支援の重要な機関とし

て期待できよう。

コホー ト評価会の実施について

外部の専門家も交えた 「治療評価会」を実施 してきた

が,す べての登録患者に対するコホー ト評価が漏れなく

行われたばか りでなく,情 報の共有化が問題の早期発見

や早期に対応することで中断を未然に防止することにつ

ながった。また,菌 情報についても,菌 検査連絡票の利

用や院内カンファレンスへの参加,病 院訪問時など様々

な機会や方法による病院との積極的な関わりが把握率を

向上させている。その他,外 部の専門家 も交えたディス

カッションでは,適 切な治療や支援方法を学び考えてい

く機会や場ともなっており,こ のような定期の評価会に

おいても外部の評価を積極的に取 り入れることは有効で

あると考える。

治療成績への影響

これまで多くの地域から報告 されてきたように22)一"26),

DOTS導 入 による最 も大 きな成果は脱落率の低下にあ

る。新宿区でも脱落率の改善が最も大きかったが,こ れ

に加えて,再 治療率が大 きく低下 した(2000～06年 平

均17.2%)。 この間,全 国的にも再治療率は低下 してい

るが,年 平均5.4%で あ り,新 宿区の再治療率の改善は
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大 きい、この背景に治療完遂者の増加で,再 発者が減少

したことが影響していると考えている。DOTS導 入後の

再治療率の低下については,DOTSを 強力に推進 してき

た大阪市からも報告 されている"}。なお,大 阪市では再

治療率の低下に加えて耐性結核についても低下を報告し

ている。新宿区でも多剤耐性鰯に有意な低下が観察 され

た。 しか し,前 半2000～02年 の多剤耐性6人 申4人 が

ホームレスで,う ち3人 が2000年 に発症 し,う ち2人

が患者調査では直接的な関係性はなかったが,発 病前に

同周辺での路上生活であった。菌の遺伝子的な確認はで

きていないものの前半に感染事例があ り,有 意の差 と

なった可能性 も否定できない。その他の耐性では12・0%

から9.7%(P・O.298)へ と減少したものの有意な差は認

められなかった。新宿区ではまだ,確 実に耐性率の低下

までの成果が得 られたとは誉い難 く,2002年9月 以降

に行われている新宿区のRFLP分 析では,ボ ー一ムレスの

57.8%が クラスターを形成 してお り,ホ ームレス間での

感染の高さが推測される6}。治療中断予防の対策に加え,

今後は感染予防の対策も重要になってくるであろうの

DOTS事 業の推進のために

100%に 近い地域DOTS成 功の鍵は,患 者自身のア ド

ビアランスを高めるための教育や関わりも含めた,関 係

者すべてが 「治療完遂までサポー トする」 という共通し

た強い意志と方針で密に連携 しようとする行動力に尽き

ると実感 している。

その中で行動すべ きことは,「予防内服 している潜在

的結核感染者 も含めた,す べての結核患者 に対す る

DOTSの 適応」 と 「院内DOTSと 地域DOTSの 連携 と実

施」である。地域DOTSの 成果については星野らの調査

でも明らかにされている認}。

DOTS事 業を継続していくために,保 健 ・医療 ・福祉 ・

ホームレスの生活 を支援 しているNP()や 薬局,民 間団

体など,地 域資源の活用と関係者との密な連携は欠かせ

ない。事業の質の担保を図るうえで,人 材の育成と入院

中から地域 まで継 ぎ目のない個別的支援における連携手

法の標準化も重要である。

ま と め

新宿区の結核対策は,ハ イリスク者の結核の早期発見

か らDOTS事 業の推進と,一 連の中で他機関等 との連i携

も図りなが ら総合的に事業展開したことで,罹 患率の低

下,治 療成績の向上,再 発率の低下,多 剤耐性率の低下

に成果を上げた。 しかし,こ こで手を緩めることで再び

悪化に転ずるであろうことは想像に難 くない。 また,

DOTSを 強固なシステムとし維持 してい くためには,国

の強い後押 しに加 え,一 定条件下(質 を担保す るうえ

で)に おける服薬支援が医療 として位置づけられること
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で,医 療費公費負担制度の対象に含まれるなど強圃な経

済的基盤が重要であると考える。そしで,地 域DOTS成

功の鍵は,① 患者に関わる関係者すべての共通した強い

意志,② すべての結核患者に対するDOTSの 適応,③ 院

内DOTSの 実施 ④地域DOTSの きめ細かな個別対応,

⑤社会的経済的弱者に対する医療と生活の保障,⑥ 保健

・医療 ・福祉 ・民間団体等との密な連携 と地域資源(人

材育成を含む)の 活用,⑦DOTS事 業における経済的基

盤の整備,と すべての要素が充足されてこそ成しうるも

のと考える。
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Original Article

TUBERCULOSIS CONTROL IN SHINJUKU WARD, TOKYO 
       — Promoting the DOTS Program and Its  Outcome—

1Sumi  KAGURAOKA,  2Masako OHMORI, 3Yoshiko TAKAO,  1Mari YAMADA, 3Masako MUROI, 
     4Michiko  NAGAMINE,  5Keiji FUKAZAWA, 6Megumi  NAGAI,  7Masako WADA, 

 2Hitoshi  HOSHINO,  2Takashi  YOSHIYAMA,  8Hideo MAEDA, and 2Nobukatsu ISHIKAWA

Abstract [Objectives] The objectives were to report how 

to promote tuberculosis (TB) control including DOTS (Di-

rectly Observed Treatment, Short-course) programs, and to 

evaluate the results of TB control programs in Shinjuku Ward 

(Shinjuku-ku). 
  [Setting and characteristics] Inhabitants and TB patients 

in Shinjuku Ward. Shinjuku Ward is located in the center of 

metropolitan Tokyo and has typical urban TB problems, such 

as high incidence rate and TB among foreigners and the 

homeless. The TB incidence rates in Shinjuku Ward decreased 

from 83.9 per 100,000 population in 1999 to 42.5 per 100,000 

population in 2006, however, the rates were still two times 
higher than the national average. Therefore, one of the impor-

tant TB programs in Shinjuku has been to actively detect cases 

among high-risk groups such as foreigners and the homeless. 

 [Methods] We observed the trend of case detection rates 
by health examination with chest X-ray among different high-

risk groups, and compared the treatment outcomes before and 

after DOTS program execution. We also reviewed the changes 

of re-treatment rates and drug resistance rates. 

  [Results] The case detection rates of TB by health exami-
nations of foreign students at Japanese language schools 

decreased from  0.49% in 1996 to  0.13% in 2006  (p  =  0.021). 

Although the case detection rates decreased, they were still 

about 26 times higher than those of Japanese students. While, 
the case detection rates among the homeless remained 

high with  4.7%,  3.3%,  4.5% and  3.6% in  1999-2002, 

respectively, since 2003, however, they had decreased and no 

TB cases were detected in  2005-2006. The DOTS program 

for homeless TB patients has been carried out since 2000 and 

that for the foreigners since 2003. The rates of defaulting dur-

ing treatment before DOTS were very high among both home-

less patients  (21.4%) and foreigners  (29.8%) in  1998-1999. 

However, after the introduction of DOTS program, those rates 

declined to  10.4%  (p=  0.014) among the homeless and  7.8% 

 (p  =0.002) among foreigners in  2002-2004. The proportion 
of newly notified patients with previous TB treatment and

those with multi-drug resistant TB (MDR-TB) have also 

decreased after the introduction of DOTS programs. From 
 2000-2002 to  2003-2006, the re-treatment rates decreased 

from  19.4% to  10.0%  (p<  0.001) and MDR-TB rates 

decreased from  1.6% to  0.2%  (p  =0.042), respectively. 

 [Discussion] The key points of TB control in Shinjuku 
Ward are to detect TB cases early especially among the  high-

risk groups, and to assist all TB patients to complete their 
treatment. In order to expand this strategy, besides promoting 

active case findings among high-risk groups, we have devel-

oped many types of DOTS programs, considering each 

patient's lifestyle and cooperating with school teachers at 
schools, pharmacists at pharmacies, home-care specialists at 

homes or facilities for the elderly, and so on. Among others, 

a major premise for the homeless and some other socially dis- 
advantaged patients was to guarantee the provision of  medi-

cine and living by introducing social welfare services, before 

starting DOTS programs. This approach might have helped 

to reduce the defaulting rate, relapse rate and MDR-TB rate.

Key words : Tuberculosis, Shinjuku, DOTS, Public health 

nurse, Foreigners, Homeless, Treatment outcome
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